
は し が き

ブラジルは、南アメリカに位置する連邦共和制国家であり、南アメリカ大陸
のおよそ半分の面積とラテンアメリカにおける最大の人口を擁する。日本から
見ると、ブラジルは地球の裏側に位置する最も「遠い国」の一つであるが、そ
れでもブラジルは日本に「近い国」と言われる理由がある。

ブラジルとわが国との外交関係は 1895 年の修好通商航海条約調印から始ま
り、1897 年には両国内に公使館を開設した。さらに 1908 年に笠戸丸移民によ
り開始された日本移民は、戦前戦後を通じて約 25 万人にのぼり、2010 年時点
で約 140 ～ 150 万人の日系人がブラジルに居住しているといわれる（丸山浩
明編著『ブラジル日本移民百年の軌跡』明石書店 2010 年）。1950 年代以降は、
日本の高度経済成長期にかけて、さまざまな業種の日本企業がサンパウロを中
心に進出していて、現在でも密接な経済関係を維持している。

時代は遡るが、田中耕太郎博士は 1939 年にブラジルやアルゼンチンをはじ
めとするラテンアメリカ諸国を視察され、ブラジル法については、民商法統一
論、1916 年民法典および 1850 年商法典についての調査結果を公表された（田
中耕太郎『法哲学：一般理論上』春秋社、1960 年）。この著書において博士は、

「中南米諸国における膨大な法典は諸国の法律文化の高い水準を物語る法律的
労作」であり、これら地域の「法学界は相当に高級であり、学者の著書、各大
学や弁護士協会などの機関雑誌等に学問上参考にすべきものが多く、また各大
学教授中のみならず、裁判官や弁護士の中にも優れた学者を見受ける」ことか
ら「我々は今後眼界を広くして中南米諸国より学ぶところがなければならない」
と述べられている。

しかし、今日においても、わが国におけるブラジル法を含め、ラテンアメリ
カ法の研究の歴史は浅く研究者の層も薄い（中川和彦『ラテンアメリカ法の基
盤』千倉書房、2000 年）。筆者はそのような状況を改善したいと願いブラジル
法の研究をはじめた。1988 年から 4 年間サンパウロに滞在してブラジルの法
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と社会を研究する機会も得たが、浅学菲才の身であり、今日まで牛歩のごとく
研究を続けている。今回、一念発起し、これまでのブラジル法研究をまとめた
本書を、将来のわが国におけるブラジル法研究の一助にしたいと念じて出版に
踏み切った。

本書第Ⅱ編第 1 章と第 2 章をはじめとするブラジル法研究については、
2010–2012 年度科学研究費（基盤研究（C）「ブラジルにおける企業法制およ
び株式市場法制の研究」）による助成を、また本書の刊行に当たっては一橋大
学大学院法学研究科による出版助成をいただいた。

筑波大学名誉教授の井原宏先生には、筆者が筑波大学大学院で研究を開始し
た当初から、時間を惜しまずに丁寧にご指導いただいている。また、ブラジル
会社法に関する博士論文の執筆に際しては成城学園大学名誉教授の中川和彦先
生に親切にご指導いただいた。そしてサンパウロ大学博士教授の二宮正人先生
には、ブラジル法について都度貴重な助言をいただいている。お世話になった
先生方に感謝の意を表したい。

本書の編集と刊行については、大学教育出版の佐藤守社長のご支援と貴重な
ご助言を得た。ここに改めて謝意を表したい。

最後に、いつも温かく研究を支えてくれている筆者の家族に、この場を借り
て感謝の気持ちを伝えたい。

2020 年 1 月 17 日
東京国立市の研究室にて
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